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施策重要

度
9.8% 61.2%

国・県等の動向

外部意見
その他

世界的な不況の中，資金繰りが苦しくなった中小企業などを救済するため、平成２１年１２月に「中小企業
金融円滑化法」が施行された。
このため，金融機関は中小企業に対して，出来る限り返済猶予などの条件変更を行うよう努める義務を負う
こととなった。

２１年６月議会で，「県内中小零細企業が売り上げ低迷により業績が悪化する中での，市としての金融支援
策」について質問を受けている。

Ａ

施 策 目 標 を 達 成 す る た め の 取 組 方 針

中小企業の経営の安定と商工業の振興のため，経営支援の一層の充実を図る。

中小企業の経営の安定と商工業の振興のため，経営支援の一層の充実を図る。

次代を担う青年中小企業家を育成し，経営の安定と発達を促すため，支援の一層の充実を図る。

継続

継続

Ａ

重点事業

３　今後の取組方針

⑧取組の
考え方

見直し事業

中小企業の安定した経営基盤を確立するため，中小企業を支援する有効なノウハウを持つ商工団体の支援に努める。
また，金融危機等の急激な社会環境の変化にも迅速に対応できるよう，商工団体との連携を密にし，市の補助制度や融資制度等についてもＰＲしていく。

市内中小企業の中核的な支援機関である商工団体を支援し，市と一体となった中小企業支援の取組を検討していく。
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Ｈ２４：目標
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（単年度目標）

実績値 実績値

6,725

不十分な事業が
一部ある

説
明

「河内・上河内商工会補助金」については，合併が予定されていることから，補助金のあり方を整理する。

（70%未満）

横ばい

Ａ

事業の
方向性

Ｈ２１

重点度
（Ａ～Ｃ）

必要性・緊急性

（適切な事務事業
の選択，実施）

10,790

Ｈ２０

対　　象　　者
開始
年度

青年会議所事業補助金
宇都宮青年会議所 Ｓ４３

商工振興課
480 456

1

担当課
3

№ 事　　　業　　　名

2

1
商工会議所事業補助金

担当課

施　策　カ　ル　テ
１　施策の位置付け

２　施策の現状と達成状況，課題の抽出

商工業の活力を高める
取組の

　基本方向

４　施策を構成する事務事業一覧

安定した経営基盤の確立

②施策目標

担当課

総合計画
　政策の柱

政策目標
（基本施策目標）

「ひと」，「もの」，「情報」等が活発に行き交い，本市の
商工業の活力が高まっています。

「商工業の活力を高める」ため，商店街が活気にあふれ，地域コミュニティの核としての多面的な機能も発揮する
ための「商店街の魅力向上」，中小企業の持続的な成長を支えるための「中小企業の経営・技術革新の促進」，企
業経営における基礎体力を強化するための「安定した経営基盤の確立」，多様な消費者ニーズに応え安定した商品
供給を実現するための「市場機能の充実」に，重点的に取り組みます。

市民の豊かな暮らしを支える活気と活力のあ
る社会を築くために

政策名
（基本施策

名）

Ｈ２０

―---―

Ｈ２１

実績値 実績値実績値

―---― 664,881

概ね達成
（90％以上） （70％～90％未満）

Ｈ１９：基準

640,944

―---―

―---―

（政策目標への効果）

河内・上河内商工会補助金については，合併が予定されていることから，補助金のあ
り方を整理する必要がある。

減少している
説
明

中小企業にとっては，最も身近な相談者が商工会議所等の商工団体であり，商工業の
活力を高めるために重要な施策である。●

不十分な事業が
複数ある

継続

達成していない

説
明

中小企業を支援する最も有効なノウハウを持っているのは，商工会議所等の商工団体
である。

⑦
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析
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（

③
～

⑥
を
踏
ま
え
た
分
析
）

平成２０年度の中小企業の製造品出荷数は目標を達成しており，商工団体の支援が機
能していると考えられる。

説
明

● 十分である
やや不十分であ
る

十分である ●

不十分である

6,684

6,828

活　動　指　標　等

(千円)

11,350

目標値 事業費

Ｈ２０

目標値

担当課 6,725
宇都宮商工会議所 Ｓ３４

商工振興課

1

会員数

1

商工振興課
宇都宮商工会議所 Ｓ３５

商工会議所中小企業相談所事業補助金

1
7,000 6,650実施団体

1

1 1
実施団体

1

成
果
が
見
ら
れ
る
点

改
善
の
必
要
な
点

Ｈ２１

(千円)

中小企業の安定した経営基盤を確立するため，中小企業を支援する有効なノウハウを持つ
商工団体の支援に努める。また，金融危機等の急激な社会環境の変化にも迅速に対応でき
るよう，商工団体との連携を密にし，市の補助制度や融資制度等についてもＰＲしてい
く。
市内中小企業の中核的な支援機関である商工団体を支援し，市と一体となった中小企業支
援の取組を検討していく。
「河内・上河内商工会補助金」については，合併が予定されていることから，補助金のあ
り方を整理する。

⑨政策評価
会議意見

事業費

指標④
（特記事項）

世界的な不況の中，商工会議所等の商工団体は金融相談や「中小企業
金融円滑化法」の周知など，中小企業の支援に努めており，製造品出
荷額は，目標値を上回っている。
中小企業の経営基盤の確立には，中小企業の資金調達の円滑化のため
の直接支援と併せ，中小企業との結びつきの深い商工団体を支援する
ことが最も有効な手段の一つである。

「河内・上河内商工会補助金」については，合併が予定されているこ
とから，補助金のあり方を整理する必要がある。

―---―

中小企業の製造品出荷額（百万円）

③施策を
取巻く環境

④
施
策
の
達
成
状
況

①施策名

指標③

中小企業が，経営力を備え，安定した経営基盤を確立しています。

施　策　指　標（単位）

指標①
（総合計画
に基づく指

標）
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優先して力を入れていく
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見直し・効率化が
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重点的な取組が一段落
したと考えられる領域

今後も力を入れていく
ことが求められる領域
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商工振興課
500

1,800 継続

継続

114

大谷石材協同組合

1 1
Ａ

Ｂ 継続10,640

1

193
Ｂ

上河内商工会事業補助金
上河内商工会 Ｓ４４

担当課

栃木県中小企業団体中
央会担当課 商工振興課

Ｓ４２

8

5,2305,500

358 341

11,000

5

河内商工会 Ｓ５８ 会員数
担当課 商工振興課

宇都宮工業団地管理運営補助金

担当課

6

7

河内商工会事業補助金

4
栃木県中小企業団体中央会事業補助金

商工振興課

宇都宮工業団地は，本市工業の中核を担い本市の経済を支える重要な産業の拠点であることから，
団地内の環境保全を確保するため支援を継続し，団地内企業の連携強化を図る。

大谷石の特性を活かした新用途・新商品開発及びそれらの積極的なＰＲに関する事業等について支
援を継続するとともに，利用促進策を構築することで，低迷する大谷石産業の活性化に努める。

継続

継続

事業協同組合，企業組合の組織化と，それによる消費・商品流通を増進するため，経営支援の一層
の充実を図る。

平成２３年４月に予定されている河内商工会との合併を機に，補助金のあり方を整理し，経営支援
の一層の充実を図る。

平成２３年４月に予定されている上河内商工会との合併を機に，補助金のあり方を整理し，経営支
援の一層の充実を図る。

193 185
会員数

実施団体
1

204

492

477

512

492

大谷石産業販路拡大事業補助金
Ｂ

Ｂ

36,407

住宅フェアなどの展示会への出店回
数

施　策　事　業　費　合　計 38,138

担当課

管理協会会員企業数

1

社団法人　宇都宮工業
団地総合管理協会

Ｈ１５

1
Ｈ１３

1

115

1

114

111
1,800

650

2


